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令 和 ８ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省観光庁観光戦略課） 

項 目 名 観光施策を充実・強化するために必要となる財源確保策の検討 

税 目 － 

要

望

の

内

容 

 
経済財政運営と改革の基本方針 2025 等に基づき、受益と負担の適正なあり

方、訪日旅行需要や日本人出国者への影響を勘案しつつ、観光施策を充実・強
化するために必要となる財源確保策について必要な検討を行い、所要の措置を
講じる。 
 
 
 
 
 

 

 平年度の減収見込額 －  百万円 

(制度自体の減収額) (   － 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (   － 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

 

人口減少・少子高齢化社会の中で、交流人口・関係人口を拡大させる観光
は、成長戦略の柱、地方創生の切り札である。 

現在、観光立国推進基本計画（令和５年３月 31 日閣議決定）に基づき、地方
誘客の促進や持続可能な観光地域づくり、ショッピングツーリズムの推進等の
取組を進めており、訪日外国人旅行者数や訪日外国人旅行消費額については、
当該基本計画で掲げられた目標値を達成し、過去最高水準で順調に推移してい
るところであるが、2030年訪日外国人旅行者数6,000万人・消費額15兆円の政
府目標に向けては、地方誘客の促進や、持続可能な観光地域づくりに向けた観
光施策をより一層充実・強化する必要がある。 

そのうえで、今般策定された「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（令和
７年６月 13 日閣議決定）において、「これらの観光施策を充実・強化するため
に、（中略）必要となる国の財源確保策について具体的検討を行う」こととさ
れた。 

このため、2030 年訪日外国人旅行者数 6,000 万人・訪日外国人旅行消費額 15
兆円を目指し、受益と負担の適正なあり方、訪日旅行需要や日本人出国者への
影響を勘案しつつ、観光施策を充実・強化するために必要となる国の財源確保
策について、具体的検討を行い、所要の措置を講じる必要がある。 
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今

回

の

要

望

协

租

税

特

別

措

置

卐

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
○国土交通省政策評価体系上の位置付け 
政策目標６  国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の 

確保・強化 
施策目標 20 観光立国を推進する 
業績指標 63 訪日外国人旅行者数 
業績指標 64 訪日外国人旅行消費額 

 

政 策 の 

達成目標 

 
・訪日外国人旅行者数 ：6,000 万人（令和 12 年） 
・訪日外国人旅行消費額：15 兆円（令和 12 年） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
 － 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
 － 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
（令和６年実績） 
・訪日外国人旅行者数  ：3,687 万人 
・訪日外国人旅行消費額：8.1 兆円 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
 － 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
 
 － 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の措置 

 
 
 － 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
 － 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
 － 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
 
 － 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
 － 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
 － 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 
 － 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
 － 
 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
 － 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
 
 － 

 


